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4（0.3） 137(11.4） 118〈9.8） エ業
調整区域 107（8.9） 107（8.9） 355(29.6） 末指定






























































~現況建物内容 全体達４ＩＤ戸数：792戸(許可申8鮒､件：１戸） 住居系：789.5戸(99.7%） 工業系：18戸(2.2%）








































100%K上150%糊１３５戸(56.5%） 60%以上80%繍 23戸(3７ 1%） 31Nil上5賊iｉ 22戸(3５ 5%） 工場 1戸（１ 6%） 
１５０％以上１１９戸(30.6%） ８０％以上 31戸(5０ 0%） ５間以上 8戸(1２ 9%） 併用住宅 21戸(3３ 9%） 
正１．１日街道沿いの鐇騨近瞬商菜地域に指定された地区から２７０ｍを抽出しサンプル調査したもの
め独自の条例等も制定している。代表的なものに「金沢
市における伝統環境の保存および美しい景観の形成に関
する条例」や「金沢市こまちなみ保存条例」があるが、
既往論文m2)に示すように法的裏付けがないことから規
制力に乏しく限界がある。また、これら条例が目指す歴
史的町並みにあった外観と防火準防火地域等の法規制に
矛盾が生じていることも事実である。
完するとともに、住民理解の壁となっている上乗せ規制
的なイメージも払拭でき、導入促進につながるものであ
る。
④純化の概念
歴史的な町並みには純化の概念が一般的に馴染にくく、
現制度の単純な適用は町並み破壊につながる恐れが大き
い。このような特性の強い地区には地区計画が有効であ
り、そのためにも複数の地域地区制度が相互に補完しあ
えるよう運用に柔軟な対応が望まれる。６．まとめ
地域地区制度の枠の中、金沢市における今回の見直し
作業の中から浮かんだ問題点と課題を下記に整理する。
①国と地方の関係
法的にも地方自治へ漸次前進していることは確かだが、
まだ国の管理の色合いが濃く、今回の法改正で対象から
外された規模の大きい都市についても早急に用途地域の
決定権が市町村に委譲されることが望まれるとともに
その他の士地利用に関する事項の委譲も進める必要があ
る。都市の個性創出には今後複数の手法を併用すること
となり、その対応地区規模はより詳細化すると考えられ
る。住民理解を得るためにも各検討地区毎に速やかな対
応が不可欠であり、法手続の時間的、事務的リスクを考
えると市町村レベルでの対応が可能となることが望まれ
る。確かに政治的．経済的な圧力等に対する地方行政の
脆弱性等危'倶される点はあるが、今回の改正での前進を
ステップに地方都市は国の信頼を得られるよう個々の都
市計画行政能力を高めていく必要がある。
②用途・形態・構造規制について
・組み合わせによる基準化の矛盾
路線近隣商業地域で明らかになったように予め組み合
わされた選択メニューでは歴史的市街地の実態を的確に
表現することは困難である。一団の用途内でも形態．ネル
造には差があり、指定を分離することでよりきめ細かい
指定が可能となるとともに、併用型の地域地区制等との
整合性も向上すると考えられる。
・規制内容の基準化の矛盾
例えば､個別地区調査により建ペイ率７０％が最適とさ
れても現行の用途地域設定では､いったん８０％を指定し
た上､地区計画等で７０％に上乗せ規制を行うこととなる。
このように基準値を固定化することにあまり必然性はな
くもっと自由度を増すべきである。
③併用型の制度
現制度では地域地区制等の適用に際して「用途地域あ
りき」が前提となっている。用途地域はある一定範囲の
地域における基本的な指定と考え、地区計画等の導入に
際し、個別地区ごとの特`性に合わせた制限緩和が可能と
なれば、大まかな指定しかできない用途地域の欠点を補
本来地域地区制は、市町村が描く都市構想を用途地域
で概略的に示し、詳細な規制内容は地区計画的なレベル
で決定運用されることが望ましいと考えられる。そのた
めには地方の独自性を強めること、法的に地区特性の表
現力を増すことが必要である。
補注
(1)建設省都計発通達(1972）「用途地域に関する都市計画の決定基準
について」
(2)中高胸階住居W[用地区、商業専用地区、研究開発地区の３種類が
追加された。
(3)建設省都計発通達(1993）「用途地域および特別用途地区に関する
都市計画の決定･運用等について」
(4)巡設省都計発通達(1993）「用途地域等に関する都市計画の決定通
用等について」
(5),石川県土木部都市計ilii課(1995):石川県用途地域設定基準
・静岡県都市住宅部(1999:用途地域指定の手引
・埼玉１１i(住宅都市部都市計画課(1995):新用途地域の手引
・愛知県土木不都市計miiiMl((1994):愛知ﾘ'し用途地域指定基準典
・福岡MiL(1995):用途地域等の決定･運用基準
・北海道住宅都市部まちづくり推進室都市計画課(1995):用途地
域指定の手引
(6)巡設省都計発通達(1993）「改正都市計面制度の適切な運用につい
て」
(7)誘導したい用途としては、住居地域で網羅されること、近年の駐
ｉｌ〔場の必要性から建ぺい率６０％の方が土地利用として現実的で
あるとの判断による。
(8)川上光彦(1981):戸巡住宅における土地利用強度コントロールに関
する－考察，日本趣築学会論文報告梨第304号，ppl23～130
(9)近隣商業地域に加えて制限される主な内容は下記のものであり、
用途的には金沢市の実情では実質的な差が生じない。
第２種住居地域→劇場･映画館等、倉庫業倉庫、危険性の少な
い工場、危険物の量が少ない施設
準住居地域→危険性の少ない工場､危険物のＨｆが少ない施設
(10)現況測査より200％では不適格が５％を超えるため､直近の300％
を選択した。
(11)巡設省都計発通達(1993）「地区計画制度の運用等について」
(12)中村和宏･川上光彦(1994):金沢市における条例に基づく景観行政
施策に関する調査研究，日本都市計画学会論文集No.29,
ppl39～144 
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